(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 生活福祉資金貸付事業推進事務費補助金（基金分）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業費


　要求額：124,557千円（前年度予算額：136,545千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　　　　　　平成21年10月、生活困窮者等に対するセーフティネットの強化対策の一つとして生活福祉資金の抜本的な見直しが行われ、緊急小口資金の無利子貸付等、利用しやすい制度を導入したことにより、以降、貸付件数が大幅に増加している。
本事業は、生活福祉資金貸付の窓口となる市町村社会福祉協議会の相談支援体制の充実を図るため、県社会福祉協議会及び市町村社会福祉協議会への相談員の配置に対し助成を行うものである。
	２　所要経費


　県社会福祉協議会に対する補助金　124,557千円
（積算内訳）

○市町村社協への窓口相談員の配置　110,638千円
　  　　・21市町社協に40名を配置予定
　　　　　　　　○県社協への市町村社協巡回相談員の配置　13,919千円
　　　・人件費（３名分）　13,642千円

　　　　・事務費　　　　　　 　277千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


平成22年10月に「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」が閣議決定され、政府の平成22年度補正予算の中で、「『住まい対策』の拡充」の延長、生活福祉資金貸付事業の実施に必要な体制整備等が措置された。
平成23年度は、21市町社協に43名の窓口相談員、県社協に３名の巡回相談員を配置している。
	３　これまでの取組に対する評価


　　低所得・障がい者・高齢者世帯に対し、資金の貸付と市町村社協による必要な相談支援体制を充実させることにより、その経済的自立及び生活意欲の助長に寄与している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度予算額
	136,545
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	136,545

	要求額
	124,557
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	124,557
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